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要   旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 市は今年２月、2040 年度温室効果ガス排出ゼロを目指すと表明しました。しかし、市はまだ具体的な

施策を示しておらず、これから２年程度かけて地球温暖化対策実行計画を改定するとしています。 
 温室効果ガスの削減目標について、現在の計画に書かれているのは、2013年度比で、2030年度に28％
削減、2050 年度に 80％削減です。2040 年度に排出ゼロ（100％削減）を目指すのであれば、2030 年度

の目標値として、少なくとも50％削減を掲げるべきだと考えます。例えば、同じ５％削減するにしても、

100％から95％に削減するのと、５％から０％に削減するのとでは、はるかに後者のほうが困難であり、

これから10年間の取組がより重要になります。 
 また、今年はコロナ禍の影響で温室効果ガスが減少すると言われていますが、世界的な経済危機、景気

後退を伴ったにもかかわらず、僅か５～10％程度の減少だと言われています。私たちは経済危機を伴わな

い形で脱炭素社会を実現する必要があり、そのためには経済や社会の仕組みを抜本的に変革していく必要

があります。 
 新型コロナウイルス対策としてだけでなく、気候危機を阻止するためにも、私たちの生活様式も大きく

変える必要があり、地球温暖化対策実行計画の見直しに当たっては、有識者を中心とした議論ではなく、

同ウイルス対策に留意した上で、全市民的な議論を経て、見直していく必要があると考えます。特に、よ

り大きな影響を被ることになる若者や子どもたちの意見も聞きながら、見直していく必要があるのではな

いでしょうか。 
 よって、以下の事項を請願します。 
 
 １．市は、地球温暖化対策実行計画の見直しに当たって、 
  （１）2030年度の温室効果ガスの削減目標について、少なくとも50％以上の削減を目指すこと。 
  （２）特に若者や子どもたちの意見も聞きながら計画を見直すこと。 
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